
台湾の世界保健機関(ＷＨＯ)への参加を求める意見書  

  

新型コロナウイルス感染症が全世界に甚大な影響を与えており、国境を越えて国

際社会全体に広がる感染症の脅威が再認識された。感染拡大防止には各国の連携が

不可欠であり、国際的な公衆衛生・防疫体制を構築するためには地理的空白を生じさ

せるべきではない。  

こうした中、台湾については、2017 年(平成 29 年)から世界保健機関(以下 「Ｗ

ＨＯ」という。)の年次総会へのオブザーバー参加が認められておらず、 昨年 5 月

にスイス・ジュネーブで開催された年次総会においても参加が認められなかった。 

台湾は、2003 年(平成 15 年)の重症急性呼吸器症候群(ＳＡＲＳ)の流行を教訓と

し、国際的脅威となる感染症の防疫に関する取組を行ってきており、 新型コロナウ

イルス感染症についても感染拡大防止対策に成功している地 域である。 台湾のよ

うにコロナ対策で実効的な措置をとり成果を上げた地域を含め、 世界各国・地域の

情報や知見が広く共有されることが重要であり、台湾がＷ ＨＯの年次総会に参加で

きないことは、国際防疫上、世界的な損失である。 

よって、国におかれては、これまで以上に関係各国・地域と連携し、台湾のＷＨＯ

へのオブザーバー参加に向けた 一層の取組みをされるよう強く要望する。  

  以上、地方自治法第 99 条の規定により、意見書を提出する。  
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